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で、中日韓が平等に協力することはなかっ
た。今、我々は何があってもそれを続けな
ければならない。今年の早い時期に、次
回の首脳会議の実現に着手するべきであ
る。

また、今こそ安定的な経済サプライ
チェーンを再構築する時期だと思う。北東
アジアにはオープンなデジタルネットワーク
が必要であり、将来的にはより多くの経済

的、社会的活動がデジタルネットワークと結
びつくだろう。これに着手することが重要
だ。

全体として、北東アジアは様 な々課題に
直面している。我々はより良い未来を築くた
めに協力すべきだ。言い換えれば、北東ア
ジアで何が起ころうとも、協力が平和、安
全、福祉の鍵なのである。後戻りして、失
敗するわけにはいかない。さらに、北東アジ

アの協力は開かれているので、「CJK＋」
の場でもやるべきことは多い。「CJK＋」
は、他の北東アジア諸国、米国、ASEAN
などにも開かれている。

北東アジアの基盤は平和にある。平和
が保たれ、戦争が起こらなければ、努力次
第でどんなことでも実現できる。

中国は、経済が衰退し新型コロナウイ
ルスの感染拡大という衝撃下にあっても、
2020年に一貫してプラスの経済成長の速
度を保ってきた。周知のとおり、過去の平
均 GDP10％以上の成長から、6％前後
の成長速度を保つという「新常態（ニュー
ノーマル）」に突入した。しかし、2020年、
新型コロナウイルスの感染が爆発的に拡
大し、最新のデータによれば、中国の昨年
の GDP 成長率は2.3%となった。日本など
先進国も含め、世界経済が縮小した中で、
プラス成長を実現できたことは賞賛に値す
るだろう。

中国の成果は、徹底的な防疫措置によ
る。それと同時に、一連の経済政策を推
進することで、国内の経済回復と発展を支
援した。例えば、減税、社会保障面での
手厚い支援策、中小企業への全面的な
金融支援などである。多くの中国企業が、
一般特恵関税制度のさまざまな恩恵を受
けた。このほか、積極的な財政政策を採っ
たことで、政府財政赤字率はここ数年で
初めて3％の目標レベルを超えて、4％以上
に達した。

欧米はまだ新型コロナウイルスの徹底的
な抑え込みができておらず、深刻な状況に
ある。北東アジアでは、中国と韓国の感染
対策は成果を上げている。2021年には、
世界各国が有効な防疫措置と国際的な

衛生協力を通じて、感染拡大を抑え、経
済の衰退から抜け出してほしい。

中国の GDP は100兆元を超え、米国と
の経済規模の差を一層縮めている。背景
には、中国国内の巨大な市場をけん引す
る経済政策がある。また、中国は世界最大
の製造業の中心で、世界最大の貿易国で
ある。これらの要素を合わせると、中国は
衰退傾向にある世界経済の中で非常に
重要な支柱である。OECDと日本の予測
によれば、中国は2028年頃にはアメリカを
上回る世界最大の経済大国になる。しか
し、中国の人口が14億人であるのに対し
て、アメリカは4億人であり、人口1人あたり
GDP では、中国とアメリカや日本の間には
なお何倍もの差がある。こうした点からみる
と、中国は経済発展の質の向上に努めな
ければならない。すなわち、住民の所得水
準を段階的に引き上げ、環境保護や温室
効果ガス排出削減を進めながら、持続可
能な発展の方向に進まなければならない。

中国は現在新しいラウンドの改革開放
を進めている。現在21の省に自由貿易試
験区が設置された。海南省では、世界最
大の自由港の建設が進められている。これ
らの試験区は、中国の対外経済への開放
を前提として設置された。国際経済貿易
のルールに対応させることによって、改革
の加速化、政府・企業間関係の見直し、

ビジネス環境の改善を進めることが目指さ
れている。ここで注目すべきは、中国の貿
易・投資・金融の自由化が大きく進んだこと
である。自由貿易試験区は新しい高付加
価値の製造業やサービス業が集まるプラッ
トホームとなっており、日本、韓国、欧米か
ら多くの新規投資がなされている。

同時に、中国は「一帯一路」イニシアチ
ブを提起し、世界の大陸をまたぐ巨大な国
際経済協力発展のプラットホームを構築す
ることに努めている。このことに関連して、
130余りの国と30余りの国際組織が中国と
の協力協定を締結している。国際連合も、

「一帯一路」が17分野からなる持続可能
な開発目標（SDGs）の重要なプラットホー
ムになることを期待している。将来的に、中
国は、日本や韓国などの近隣諸国との第
三国協力を始めとして、「一帯一路」の体
系的な協力を広範囲に展開することによっ
て、世界で持続可能な発展を推進していく
ことができる。この面で、我々は大きな貢献
ができると信じている。北東アジア地域各
国は、異なる方法で発展し、異なる形で世
界のバリューチェーンとリンクしていることか
ら、相互補完的な関係にある。この意味
で、経済的な好条件はそろっている。実
際、我々の協力関係はますます緊密になっ
ている。

特筆すべきは、2020年の地域的な包括
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的経済連携協定（RCEP）の調印である。
この世界最大の自由貿易地域が2021年
に発効するよう望む。世界が停滞する中
で、RCEP は地域内におけるより多くの貿
易、投資、そして就業の機会を中国に与
えてくれる。北東アジア経済の活力を頼りと
して、地域各国が低迷から抜け出すだけ
でなく、中国も世界経済の復興に新たに貢
献できる。

RCEPを踏まえ、中国が日本と韓国との
間で自由貿易協定（FTA）協議を継続す
べきかについて、研究者間で意見が分か
れる。私自身は、協議の必要性は大きいと
考える。中日韓の発展レベルは総じて高く、
北東アジア全体の経済発展を牽引する役
割が大きいからである。それだけでなく、3
カ国は中日韓 FTA 推進から利益を得ら
れる。中日韓 FTA が、自由化とルールの
面で RCEPよりも進んだものとなり、また環

太平洋パートナーシップに関する包括的
及び先進的な協定（CPTTP）につながる
ものとなれば、その牽引の役割はさらに大
きくなる。習近平国家主席は最近中国の
CPTTP 加入について積極的姿勢を明確
にしている。将来的なアジア太平洋経済
一体化推進において、中日韓 FTAは大き
な役割を果たすだろう。

米国新政権発足に伴い、中国と米国
の経済貿易関係を改めて考える必要があ
る。これまでの4年間、米国の急進的な関
税政策や米国が主導してきた貿易摩擦に
よっても、米国の貿易赤字が解決するどこ
ろか、拡大している。それだけではなく、両
国がマイナスの影響を受け、その負の影響
を世界経済も被っている。中国側は、バイ
デン政権と経済貿易について対話し、建
設的な協力関係を形成したいと望んでい
る。米国は中国を競争相手と見るが、両

国は競争と協力の関係を発展させ、持続
可能な発展と安定した協力関係に基づく
相互利益のある二国間関係を築く必要が
ある。これは、アジア太平洋地域の安定と
一体化にとっても重要である。

最後に、結論を述べる。北東アジア経済
協力と経済一体化の歩みが、アジア太平
洋地域の安定と繁栄に貢献することを期
待したい。また、RCEP が軌道に乗って、
全参加国の発展につながることを望む。経
済危機や金融危機があるたびに、北東ア
ジアの地域協力の重要性を切に感じる。
現在の世界経済の衰退と新型コロナウイ
ルスという二重の衝撃のもと、世界は不確
実性や複雑さに直面しているが、中日韓協
力を中心として北東アジア地域がさらに緊
密になって、協力してこの困難な時期に立
ち向かうことを期待したい。

2020年9月以来、米中貿易戦争の終
了につながると期待される三つの出来事
があった。まず、米国が導入した広範囲
の中国製輸入品に対する関税について、
WTO 規則違反の判断が示された。第二
に、昨年11月に提示された第14次五カ年
計画案の中で、「中国製造2025」が明示
されず、実質的に消えたと考えられる。第
三に、ジョー・バイデンがアメリカ大統領選
挙に勝利した。今日は2番目の「中国製造
2025」の問題に焦点をあてる。これはトラン
プ政権の下で発生した米中摩擦の焦点
の一つであった。
「中国製造2025」は10分野を優先産

業として定義した。このことが、マイク・ペ
ンス前副大統領による「中国は最新産業
の90％を独占しようとしている」という批判
を招いた。しかし、中国が急に特別なこ
とを言い出したわけではない。第12次五
カ年計画にも「戦略的新興産業（SEIs）」
という構想があり、これはほぼ「中国製造

2025」の優先産業と重なっている。現在の
第14次五カ年計画案は、第12次五カ年
計画の延長線上にあり、「戦略的新興産
業」が再度提起されている。そこでは、こ
れら2つの五カ年計画の間に出てきた「中
国製造2025」は言及されていない。
「中国製造2025」の特徴は、その下で

実施された諸政策に表れている。具体的
には、核心産業の技術ロードマップと11の
産業ごとの実施計画、その他戦略的な任
務のための7つの行動計画指針があった。
これらの指針のほとんどは2020年に廃止
された。もしこれらの指針が更新されてい
れば、「中国製造2025」はまだ実効性が
あると判断できるが、そのような動きは見ら
れない。

ここからは二つの産業に焦点をあてた
い。まず集積回路（IC）を取り上げる。「中
国製造2025」では、曖昧にではあるがハ
イテク産業のローカライゼーションについて
触れられている。そこでは「核心的な部品

と重要な基礎材料」について、2020年ま
でに40％の「自主保障」を実現し、さらに
2025年までに70％へ引き上げることが記さ
れている。この「自主保障」が何を指すか
不明瞭であるが、ハイテク製品と主要部
品の生産拠点の国内移転を含むと考えら
れる。政策の詳細を記述した「技術ロード
マップ」には、中国が近い将来発展させる
べき56の技術について、2020年と2025年
の国産化率の目標が示されている。「中
国製造2025」は技術ロードマップを常に
更新することを規定していて、2015年版と
2017年版が公布されたが、その後の改
訂版は公布されていない。技術ロードマッ
プを立案したのは、馬凱副首相（当時）を
リーダーとする指導グループの下にあった
「国家製造強国建設戦略諮問委員会」
だが、そのホームページには2018年3月に
退任した馬凱の名が残されている。こうし
たことから、諮問委員会は2018年後半か
ら活動していない可能性がある。

2020年代における中国の産業政策
東京大学社会科学研究所教授
丸川知雄
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当初のロードマップでは、IC の国産化
率は2020年までに49％、2030年までに
75％へ引き上げることが目標として示され
ていた。この目標は2017年版では、2020
年58％、2030年80％に改訂された。中国
は、主に東アジアから毎年3000億ドル以
上の ICを輸入している。韓国と台湾が最
大の輸出元である（図１）。中国による国産
化拡大はこれらの国々のIC企業の生産と
輸出の減少につながる。

しかしながら、実際の国産化率はロー
ドマップが示すほど高くない。私の計算で
は、2019年は35％である。技術コンサル
会社の ICインサイトによれば、2014年は
15.1％、2019年は15.7%と低かった。2020
年の実際の国産化率はロードマップの目
標を大きく下回った可能性が高い。

実際には、国家 IC 産業投資基金や
清華紫光集団を含む政府によって作成さ
れた IC 国産化に向けた方針があり、これ
が政府目標の代わりとなっている。これに
対して米国は非常に敏感に反応し、商務
省は2015年に中国のスーパーコンピュー
ターへのインテル製 IC の輸出を停止し

た。中国は、2016年と2017年にスパコンラ
ンキングで世界第1位になった「Sunway 
TaihuLight（神威太湖之光）」向けに独
自の ICを開発した。2018年には、ZTE

（中興通訊）への IC の輸出が停止され、
2019年にファーウェイが米国の制裁対象
リストに追加され、同社への IC 輸出が停
止された。米国は2020年8月にファーウェ
イに対する攻撃を強め、米国の技術とソフ
トウェアを使用する世界中の企業がファー
ウェイに ICを提供すること、また TSMC

（台湾積体電路製造）が製造サービスを
提供することを禁止した。

これらの出来事を受けて中国は IC 国
産化推進という解決法に乗り出した。し
かし、その努力もアメリカの妨害を受け
た。「21世紀経済報道（2020年9月23日
付）」は、中国が IC 国産化の目標を放棄
したと伝えている。これによれば、中国の
国産化は見せかけにすぎず、14次五カ年
計画ではハイテクの国産化は言及されず、
かわりに「サプライチェーンのレベルを強化
する」ことに重点が置かれているという。中
国の政策は、国産化から、サプライチェー

ンの安全性とレジリエンスの強化にシフトし
ていると思われる。

中国産業政策のもう一つの焦点は新エ
ネルギー自動車（NEV）である。中国は
国産の電気自動車（EV）の開発と自動車
メーカー育成において大きな成功を収め
た。技術ロードマップでは、国内 NEV 産
業の目標を、2020年70％、2025年80％と
している。2015年、政府の工業情報化部
はEV電池企業を一覧にした「EV電池に
おける規制条件」を公布した。リスト掲載
企業のバッテリーを搭載した NEV のみが
購入補助金の対象となり、すべての外国
バッテリーメーカーはリストから除外された。
CATL（寧徳時代）や BYD（比亜迪）の
ような国内のバッテリーメーカーは保護のも
とで急速に成長した。しかし、2018年6月、
自動車製造の外資規制が緩和された。
NEV についても、外国企業が認可される
ようになった。米国のテスラは2019年に上
海に独資で年産50万台の EV 工場を設
立した。「EV 電池における規制条件」は
2019年6月に廃止された。中国は開放政
策に移行しつつある。国内の現地ブランド
による中国の EV 市場シェアは技術ロード
マップの目標には及ばず、60％に低下する
だろう。おそらく目標はすでに忘れられてい
る。

結論としては、第一に、「中国製造
2025」はすでに有名無実化している。これ
は、第14次五カ年計画の目標に示されて
いないこと、そして、米国の妨害の下で IC
の国産化目標を維持することは難しいこと
による。第二に、EV に関して、保護政策
は十分な成果が得られたため、NEV の保
護政策を廃止し、開放へ舵を切る時期が
来ている。第三に、中国政府は今後もハイ
テク産業の発展に対して深く関与し続ける
だろう。なぜなら、第14次五カ年計画の目
標では、「科学技術強国建設へのアクショ
ンプラン」が必要だと言及されているから
である。
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図1　中国の IC 輸出入と生産の動向

出所：中国の IC 国内生産量は尹麗波（2019）の「新興産業発展報告」より作成、IC 貿易データは UN Comtrade の
データベースより作成
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はじめに、韓国に対する米中貿易戦争
の影響について見ていく。韓国は米中両
国に輸出面で依存してきたため、米中貿
易戦争から深刻な影響を受けた。韓国の
両国への輸出は輸出全体の約40～45％
を占めている。2017年以降、対中輸出は
大きく減少し、対米輸出が若干増加した。

新型コロナウイルス感染流行の初期に
は、生産に必要な主要材料の中国からの
供給が滞った。こうした一時的な問題は
解消したが、韓国はサプライチェーンネット
ワーク多様化の必要性をはっきりと認識す
るようになった。リショアリング政策は選択
肢の一つだが、そこに明るい展望は見られ
ない。技術的、物理的な問題により、ハイテ
ク産業を中国から韓国へ戻すのは困難で
ある。中国にある多くの韓国工場が撤退で
きないのは、莫大なサンクコストを抱えてい
るからである。加えて、韓中関係の悪化も
望ましいものではない。それよりも、20年以
上の間に貿易と投資によって構築されたサ
プライチェーンをさらに安定化させる方法
について考えなければならない。

米中間では、2020年1月に「フェーズ1」
の合意ができたとはいえ、中国からの輸入
関税は平均19％前後で、貿易戦争以前
の3％よりも高い。米国が得たのは、農産品
などをより多く輸入するという中国側の約
束だけである。その実行率は約58％に留
まりそうであり、結局、米国が大きく負ける
ことになりそうだ。トランプ政権の貿易赤字
削減努力によって、中国からの輸入は減
少したが、ベトナムなどからの輸入は顕著
に伸びている。現在、米国はベトナムを為
替操作国に認定している。さらにトランプ政
権の下で、米国は世界の貿易システムに
おけるリーダーとしての信頼を失った。今こ
そ、安保を理由とした保護主義に走るので
はなく、自由貿易体制を維持するため、実
効性のあるリーダーシップを示すべきだ。

米中貿易戦争は、両国の戦略的な競
争の一面にすぎない。1992年に中国と外

交を樹立して以来、韓国はリスクヘッジ戦
略を採り、中国とは経済の面で、米国とは
軍事や安全保障の面で協力してきた。米
中の戦略的な競争は韓国にとって極めて
好ましくない状態を生み出している。この状
況を克服するために、金大中、廬武鉉、文
在寅大統領は北朝鮮との平和的な対話
を行ったが、その努力も無駄になった。

韓国のリスクヘッジ戦略は中国が発言
力をますます強めていく将来においても維
持可能なのか。韓国と米国は70年間、北
朝鮮の脅威に対処するため同盟関係を
維持してきた。この脅威が完全に消滅しな
い限り、韓米同盟は維持されるはずだ。し
かし、中国も地域において重要な戦略的
なパートナーであり、韓中両国は、経済・非
経済領域で二国間の戦略的な協力関係
を強化するように努めなければならない。さ
らに重要なのは、米中ともに、韓国に対し
てどちら側を選ぶのか圧力をかけてはなら
ないということだ。

次に、韓日中 FTA への韓国の見方を
示したい。朱鎔基首相は2002年11月、カ
ンポジアのプノンペンで開かれた3カ国サ
ミットで韓日中 FTA の実行可能性につい
ての共同研究を提起した。2003年10月、3
カ国サミットで共同研究の結果が発表され
たが、いまだに韓日中3カ国は FTA の必
要性についての公式的な合意に至ってい
ない。3カ国は外交のレトリックとして関心を
示しただけである。本格的かつ実行可能
な合意がすぐになされることはないだろう。
とはいえ、何もしないよりは、経済的統合に
ついての対話を首脳レベルで始めることが
重要である。

提案されている韓日中 FTA は、市場
主導型ではなく政府主導型の制度的な枠
組みによる地域経済統合の再構築の可
能性を示している。ASEAN10の国々は
ASEAN 自由貿易地域（AFTA）を開始
させており、東アジアの経済統合におい
て3カ国がリーダーシップを示すためには、

ビジョンとロードマップを提示する必要があ
る。この際、韓日中 FTAを含まない東アジ
ア FTAと、それを含む東アジア FTA の
二つの方向がありうる。RCEP は韓日中を
除く東アジアFTAに近いが、他のメンバー
としてオーストラリアとニュージーランドが参
加している。

2002年早々に、廬武鉉政権下の韓国
政府は、韓日中 FTA の実行可能性など
について検討を始めた。私は対外経済
政策研究院（KIEP）の上席研究員とし
て2003～5年にこの調査プロジェクトに関
わった。私の結論はシンプルで、いかなる
経済統合も、その実現には経済利益だけ
でなく政治的資本が必要である、というも
のである。

もちろん、貿易統合は3国が特に産業
内貿易を通じて確固たるサプライチェーン
を構築していく上で明らかに有益である。
2004年11月、私は、韓国の学術雑誌に

「貿易構造はいかに経済成長に影響す
るか？韓日中の FTAを例として」という論
文を発表した。そこでは、韓日中3カ国は
伝統的な比較優位に基づく産業間貿易よ
りも産業内貿易を増やしてきていたため、
FTA の成立によって産業内貿易が増加
するだろうと述べた。

それでは、どのようにして政治資本を増
やすことができるだろうか。私は3カ国の文
化的な連結が必要だと考えるが、現実に
は文化的分断が生じている。最近、韓国と
中国は国交樹立30周年を記念して2021
～22年を文化交流年と定めた。日中間の
国交は、韓中間より20年早い1972年に正
常化した。今、我々は如何に相互に好意
的な認識を広めるかを真剣に考える必要
がある。隣人に対して極めて深刻なネガ
ティブバイアスと偏見を持っていることは、
残念である。エコーチェンバー効果や確証
バイアスを通じて、人々はますますお互いを
敵視するようになっている。2021～22年の
韓中文化交流年を、韓日中文化交流年に

中国と北東アジアの経済協力―韓国の視点から―
慶熙大学校国際大学特任教授、韓国現代中国学会前会長、暁星化学理事
王允鍾（ワン・ユンジョン）
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拡大すべきだ。私は東京オリンピックの成
功を願っているが、そうしたあらゆる機会を
生かして、韓日中の文化交流を進めるべき
だ。

最後に、中国の勃興による挑戦と機会
について論じたい。豊かになった中国は、
日本がかつてそうだったように大きな市場
を提供するので、我々は中国の勃興を歓

迎しなければならない。しかし、中国の独
断的、攻撃的、好戦的な外交はアジアの
近隣諸国には歓迎されないだろう。中国は
穏当かつ真正で魅力的なソフトパワーによ
るリーダーシップを発揮すべきである。

北東アジアの経済協力の将来を考えて
みよう。北東アジアは「平和と繁栄」という
共通の利益を持つ。北東アジアが共通の

アイデンティティを持つ可能性もあるが、確
信はない。北東アジアの国々で価値観とビ
ジョンは共有されていない。また、協力を強
化するための制度的枠組みもない。歴史
的な負の遺産と安全保障問題は未解決
のままである。しかし、焦る必要はない。次
世代がよい解決法をみつけるだろう。

極東ロシアに焦点を当てて、ロシアと中
国の経済関係を見ていく。

2009年以降、中国はロシアの最大の
貿易相手国になった。2019年、ロ中貿易
額は3.4％増加し、過去最高の1110億米
ドルに達した。2020年、主に新型コロナ
ウイルスの影響で、両国の貿易額は2.9％
減少し、1077.6億ドルになった。主要対中
輸出品である石油価格の下落の影響もあ
る。新型コロナウイルスの影響もあって、ロ
シアの対中経済依存度が著しく上昇し、ロ
シアの対外貿易に占める中国のシェアは
2019年の16％から2000年の18.1％に上
昇した。中国の貿易総額に占めるロシア
のシェアは1％程度だろう。つまり、お互い
の経済的依存度には大きな非対称性があ
る。市場の論理に従って、ロシアが徐 に々
中国の経済軌道に引き込まれることは避け
られない。中国には天然資源とエネルギー
に対する大きな需要があり、ロシアは天然
資源とエネルギーの主要な供給国である。
同時に、ロシアが中国を主要な経済パート
ナーとしたのは、ウクライナ危機とそれに続
く西側との対立から生まれた政治的判断
でもあった。

中国との経済関係緊密化の現実は、当
初の予想よりも複雑である。ロシアにとって
最大の失望は、中国からの外国直接投資
が少ないことである。今のところ、中国の投
資家は静観姿勢を保っている。他の外国
企業と同様に中国の投資家も、ロシア市場
に参入するリスクは高く、利益はさほど大き

くないと考える傾向がある。
中国の経済軌道に取り込まれつつある

中、政治的独立や主権を守るため、ロシア
は中国への過度な依存を回避しようとして
いる。実際、ロシアは中国の融資受入に
慎重で、多額の債務を負わないように注意
している。これは、単に対外債務累積を
嫌っているだけでなく、ロシアに対する中国
の金融レバレッジを避けようとする意志の
表れでもある。

過度な依存を回避する方針は、ロシア
が中国との自由貿易協定を急いでおらず、
2019年10月に発効した非関税貿易円滑
化協定にとどまっていることにも表れてい
る。インドと同様、ロシアは自国の競争力
が低く、中国への市場開放は国内産業に
とって大きなリスクだと認識している。

米中関係のロシアへの影響は一意で
はない。ロシアの著名な経済学者は、2
大経済大国のデカップリングは、世界経
済にとっても、ロシアにとっても悪影響があ
ると述べている。ロシアは中国のバリュー
チェーンに統合されることで、その悪影響
を部分的に打ち消せるかもしれないが、そ
こには中国への過度な依存のリスクがあ
る。したがって、米中間で進行中の経済
的デカップリングからロシアが利益を得るこ
とはないだろう。

ロシア極東は、政府の努力にもかかわら
ず、外国企業にとって魅力に乏しく、政府
や国営企業の資金に大きく依存し続けて
いる。外国資本により近年完成した、ある

いは進行中の大規模プロジェクトはほとん
どない。2014年以降、地域発展のために
中国から資金を誘致することを期待して、
ロシアは極東への投資に対する非公式か
つ暗黙の制限を解除した。ただし、現時
点で、極東での中国の FDIプロジェクト
で、比較的大規模といえるのは4件しかな
い。ロシアは第三世界の国 と々は異なり、
天然資源の開発利用や中国人の労働雇
用などにおいて、中国企業を監督、規制し
ている。ロシアの規制は厳しく、また中国企
業に例外を設けたくもない。中国のロシア
への投資を思いとどまらせるもう1つの要因
は、外国資本による港湾など戦略的資産
の支配に対する制約である。中国遠洋海
運集団有限公司（COSCO）に主要港で
あるピレウスを売却したギリシャの対応とは
異なる。こうしたことによって、中国人がこ
れまで極東ロシアの輸送およびエネルギー
インフラへの投資を控えてきた理由が説明
できる。極東と国境を接している中国東北
部は、それ自体が長期的な経済停滞と人
口減に苦しんでいる「ラストベルト」であっ
て、助けにはならない。

北東アジアでは天然資源の消費が減
少する傾向がみられ、ロシア極東の明るい
未来を描くことは難しい。歴史的にロシア
極東の豊富な自然資源の主要消費国で
あった日本は、人口減少とエネルギー効率
改善により、すでに資源消費のピークを過
ぎた。同様に韓国でも、天然資源の需要
量は減少傾向に移るだろう。中国の経済も

露中経済関係と極東ロシア
極東連邦大学東洋研究所地域国際研究院副所長・准教授
ルキン・アルチョム
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成熟しつつあり、ロシア極東の資源に対す
る需要は遅かれ早かれピークに達する。し
たがって、ロシアはそれに備えなければなら
ない。

エネルギー貿易はロ中二国間経済関係
の最も重要な部分である。2019年12月、
巨大な天然ガスパイプラインシステムである

「シベリアの力（Power of Siberia）」が
稼働した。ロシア極東、東シベリアの天然
ガスが順調に中国に輸出されている。さら
に、西シベリアからモンゴル経由で中国に
天然ガスを輸送する2番目のパイプラインも
計画されている。

食品は石油に次ぐ2番目に大きな対中
輸出品目で、今後農業分野はさらに重要
になっていくだろう。問題は、中国が大豆

に注目しているのに対し、ロシアは豚肉をは
じめとした肉類やその他の農産物も幅広く
中国に輸出したいと考えていることである。
中国は現時点で、肉市場をロシアに開放
することに消極的だ。

運輸・ロジスティクス分野では、ロシア極
東と中国を結ぶ輸送インフラ整備で大きな
進展があった。両国の境界であるアムー
ル川を越えてロシアと中国を結ぶ史上初
の二つの橋梁が特に重要である。ブラゴ
ヴェシチェンスクと黒河を結ぶ自動車橋は
2020年春に完成したが、感染拡大の規制
により、まだ供用開始していない。ニジネレ
ニンスコエと同江を結ぶ鉄道橋は建設の
最終段階であり、2021年か22年に完成す
る予定である。

最後に、中国への過度な依存リスクの
例として魚類輸出を取り上げる。ロシアの
魚類輸出の60％以上が中国向けだが、
2020年12月、新型コロナウイルスの懸念に
より、中国の港湾はロシア産魚類の陸揚げ
を停止した。ロシア極東海域のスケトウダ
ラの輸出先として、中国に代わる市場はな
く、水産会社にとって大問題である。最善
の解決策は、加工して輸出することだと思
うが、加工施設を整備するには、長い期
間と多くの投資が必要である。この例は、

「戦略的パートナー」であったとしても、一
つの主要な売り先に頼ることがいかに危
険かを示している。

1990年以降、モンゴルは市場移行を
進め、鉱物資源の開発輸出指向型の経
済システムに転換していった。この間、中
国市場はモンゴルの経済規模拡大と対外

貿易増加の面で重要な役割を果たしてき
た。対外貿易はモンゴルの経済成長を推
進する主要な原動力であり、モンゴルの貿
易額の対 GDP 比は過去20年間に100％

増加した。さらに、モンゴルの経済規模と
貿易額は12倍に拡大した（図2）。モンゴ
ルの輸出額は2000年の5億ドルから2019
年の76億ドルへと14.1倍になり、輸入額
は6億ドルから61億ドルへと10倍になった。

中国の台頭はモンゴルに様々な影響
を及ぼしている。第一に、中国はモンゴル
の鉱物資源などの巨大市場である。対中
貿易は2020年に74億ドル（総貿易額の
57.5％）で、瀝青炭と銅精鉱が対中輸出の
36.6％と32.4％を占めた。第二に、中国はモ
ンゴルへの工業製品、IT製品、消費財の
主要供給国である。「グリーン成長」、「双
循環」などの中国の新しい政策は、モンゴ
ルの輸入にプラスの影響を与えるだろう。
第三に、中国はモンゴルの主な投資国の
一つである。中国はカナダに次ぐ2番目の
投資国であり、1991年以来モンゴルへの
FDIは51億ドル、2005年以来モンゴルに
18億ドルのソフトローンを提供し、1991年以
来32億人民元の無償援助を提供してい
る。また、中国は地域経済統合と大陸を横

中国サプライヤーから地域サプライヤーへの移行
� ―モンゴルの視点から―
モンゴル科学アカデミー国際関係研究所中国研究部長
シュルフー・ドルジ

2000年 2005年 2010年 2015年 2017年 2018年 2019年
GDP 1137 2500 7189 11750 11426 13067 13640

貿易量 1151 2249 6109 8467 10538 12887 13742

輸出量 536 1065 2909 4669 6201 7012 7620
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図2　モンゴルの GDPと貿易規模の推移

出所：モンゴル国立統計局および世界銀行データより作成
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断する接続性の原動力でもある。中国・モ
ンゴル間の最大の国境検問所であるエレ
ンホト（内モンゴル自治区）経由の貨物量
は、2020年に前年比13.5％増の1700万ト
ン超となった。エレンホト経由の中国～ヨー
ロッパ貨物列車のルートは全部で43あり、
ウランバートル鉄道（UBTZ）によると2017
年に539本、2018年に855本、2019年に
1454本、2020年に2300本の列車が通過し
た。

中国台頭のマイナス影響もある。第一
に、貿易が一国の市場に過度に依存し
ている。鉱業部門はモンゴルの GDP の
25％、鉱工業生産の72％、輸出の90％を
占めているが、輸出の90％は中国向けで
ある。第二に、中国市場の市況や政策
変更に対する脆弱性が強まっている。例
えば、中国では2018年から2050年の間
に、発電燃料に占める石炭の割合を64％
から30％に引き下げ、非発電用の石炭消
費量を19％減少させることを目標にしてい
る。CGE モデルを使ったシミュレーションに
よれば、中国の石炭需要が着実に減少
すると、モンゴルの輸出は年平均1.1％、
経済成長は同0.7％ポイント低下する。

モンゴルはこれまで、工業化、都市化、
インフラ近代化といった課題を克服し、良
好な対外環境と改革開放時代の恩恵を
受けてきた。今日、新型コロナウイルスの
感染拡大のほか、地理空間的、地政学
的、そして生態学的な多くの新たな難題
に直面しているが、これらの課題は、より
豊かで、より公正で、より環境に優しい未
来の基礎を築く貴重な機会でもある。

新型コロナウイルスに関しては、モンゴ
ルは、経済を順調に動かしていくために中
国との良好な関係を維持しなければならな
いと同時に、国内での感染拡大を防ぐこと
も求められている。2020年2月下旬、ハル
トマーギーン・バトトルガ大統領は約5時間

の中国訪問を行い、新型コロナウイルス発
生後に中国を訪問した初の外国首脳とし
て、習近平国家主席に温かく迎えられた。
中国は、モンゴルが戦略的パートナーとし
て3万頭の羊を寄贈したことに感謝の意を
表した。

コロナウイルスの感染拡大により、国
家介入を求める声が高まる中、新興経
済国では、政府の役割の拡大が長期的
にプラスになるかマイナスになるか難しい
判断を迫られている。欧州復興開発銀行

（EBRD）の最新の移行報告書によると、
旧共産圏の国の45％の人々が国有企業
の比率を高めることを支持している。

インフラ整備に関わる地理空間的課題
もある。モンゴルの広大な国土と人口密
度の低さは、経済開発全般、特にインフ
ラ投資における特有の課題を生んでいる。
これらモンゴル特有の課題は、過去15年
間の経済成長を牽引してきた鉱業部門に
対する過度の依存とも関連している。世
界銀行の「2020 InftraSAP」報告書によ
ると、モンゴルは、鉱物、畜産、観光、エ
ネルギー、輸送、サービスなど主要産業
のバリューチェーンに注目し、それぞれに
特有のインフラ制約に対処する必要があ
る。

一方、過去2年間で、戦略プロジェクト
に大きな進展も見られた。国有企業であ
るエルデネス・タバントルゴイ社の売上と純
利益が劇的に増加し、鉄道、道路、選炭
プロジェクトへの投資が拡大した。さらに、
新ウランバートル国際空港の供用開始準
備が進み、石油精製施設が完成し、最
初の多国間送電線が試運転され、主要
な国境検問所の改良プロジェクトも開始さ
れた。さらに、モンゴル縦貫道路・鉄道網
の改修プロジェクト、モンゴル経由の「シベ
リアの力2」ガスパイプライン建設プロジェ
クト、国際送電線に沿った大規模な熱・再

生可能エネルギー開発といった、多国間
メガプロジェクトの実現可能性も高まってい
る。モンゴルの県間道路網のうち7412.5㎞

（49.65％）が舗装済みとなり、ほとんどの
県庁所在地が首都ウランバートルと舗装
道路で結ばれている。また、アジア・ハイウェ
イAH3の一部であるウランバートルからダ
ルハンまでの200㎞の2車線道路を4車線
の１級幹線道路に改修するプロジェクトが
進行中だ。タバントルゴイ～ズーンバヤン
鉄道新線の建設によって、タバントルゴイ
の原料炭は単一市場への依存を脱する
ことができ、鉄道沿線で未開発の約40の
鉱床の資源も含めて、国際市場価格で
外国に供給されることになる。完成時期
は、当初予定の2022年ではなく、2023年
3月の見込みだ。もう一つ重要なプロジェク
トは、タバントルゴイ～ガシュンスハイト鉄道
プロジェクト（全長267㎞）で、年間最大
3000万トンの石炭輸出が見込まれている。
これにより輸送費を1トンあたり約8ドル削減
でき、隣国や第三国市場への輸送コスト
は自動車輸送の4分の1になる。

2020年10月21日、アジア開発銀行
（ADB）は、中国の内モンゴル自治区とモ
ンゴルとの国境に面した地域の経済・生
活環境を改善するために、最大4億2000
万ドルをマルチトランシェ融資ファシリティ

（MFF）として承認した。
最後にまとめると、モンゴルにとって、単

一の大市場への依存度を下げ、「鉱物資
源の呪い」を回避し、経済と輸出市場を
多様化するために、北東アジアの大市場
に鉱物を輸出し、地域統合に参加するこ
とが、最短かつ最も実現可能な方法であ
る。輸送回廊と物流施設の整備は、モン
ゴルの道路・鉄道システムとアジアのネット
ワークの統合、そして国と地域の経済成
長や貧困削減に貢献した。
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2020年、北朝鮮経済は深刻な問題に
直面した。新型コロナウイルスの流入を防
ぐため、2020年1月24日、国家緊急防疫
体制として、国境封鎖を宣言した。物資
の流入を厳しく管理したため、経済への
負荷が強まった。これらに加え、2020年
の自然災害により、北朝鮮の国内経済発
展は大きく圧迫された。

北朝鮮の市場における米・ガソリンなど
の主な商品価格と為替レートは、2～4月
の感染爆発初期に大きく変動した後、安
定傾向に戻った。北朝鮮は食糧の供給
不足を補うために、必要不可欠な穀物と
食用油の輸入を継続しているほか、ロシ
アからの食糧援助を受けた。大豆油、小
麦粉、ショ糖などの制裁対象外の食品の
輸入額は、5月の貿易再開当初、前年同
期と比べ大幅に増加した。しかし、輸出
がより大きく減少したので貿易赤字は拡大
した。観光などからの外貨収入が限られ
る中で、貿易赤字を長期的に維持するの
は困難だ。とはいえ、少なくとも短期的に
は、貿易により食糧難が一部緩和された。

2021年1月に開催された朝鮮労働党
第8回大会に関する概要記事からは、北
朝鮮の国家戦略の方向性を見てとれる。
政治方針としては、経済建設を中心にお
いた国家戦略を強化している。この際、
経済発展の原動力に「人民大衆第一主
義」がおかれた。また、内閣は責任をもっ
て経済運営に取り組むことが求められてい
る。大会では、制度的な問題や古い業
務体制からの思考の転換の必要性が繰
り返し指摘された。

軍事面では、国防力を発展させる方針
が示された。核兵器開発は過去5年間の
最大の成果であり、これをさらに発展させ
る意思を示している。戦術核兵器や大型
核ミサイルの開発を継続し、核兵器による
先制や報復能力を高めようとしている。水

中及び地上から打ち上げる固体燃料大
陸間弾道ミサイルの開発事業や、原子力
潜水艦建造や戦術核兵器の水中発射実
験も提起されている。国家戦略が経済建
設中心の方向に移行するに伴い、国防で
もハイテク分野の発展に重点が置かれる
ようになった。北朝鮮が核兵器開発を強
化しているのは、党の政治的地位を高め、
軍事的抑止力で国内の団結と安定を図
る必要があると同時に、米韓などに軍事
力を示すためでもある。

経済面では、「自力更生」の経済発展
路線を提唱し、段階的発展の道を模索し
ている。新五カ年計画の中心的な課題
は、金属工業と化学工業を鍵とし、人民
経済の全部門の生産を回復させることで
ある。農業部門、軽工業部門、観光部
門などにも言及している。

対外政策の面では、韓国と米国に対
する北朝鮮の姿勢はより強硬なものとなっ
た。大会の概要記事では、南北関係は
2018年4月の「板門店宣言」発表前に
戻ったと指摘されている。北朝鮮は、米
韓合同演習に対して何度も警告している
のに韓国側の反応がないこと、その一方
で、防疫、人道協力、個人旅行事業など
本質的ではない問題で緊張を緩和させよ
うとしていることを強く非難している。

大会で示された対米政策は、「強対
強、善対善（アメリカが強硬策にでれば北
朝鮮も強硬策で対応する、軟化すれば軟
化する）」というものだ。バイデン政権によ
る北朝鮮政策の変更を見込んでいないこ
とを示唆する表現もある。北朝鮮としては、
韓国と米国が先に態度を示す形を望んで
いる。

中朝関係では、2018年以降に大きな
進展があった。両国関係の修復が北朝
鮮外交政策における重要な課題となって
いる。こうした変化は北朝鮮の国際環境

認識や判断によるものであると同時に、中
米関係を反映したものでもある。

2018年3月、金正恩委員長が初めて中
国を訪問し、習近平国家主席も国事訪問
を行った。これは14年ぶりの中国指導者
の正式訪問であった。相互訪問の中で
両者は、中朝友好協力関係を発展させる
ことは確固たる方針であり、唯一の正しい
選択だという点で合意した。

さらに、両国はいくつかの分野での交
流協力の段階的拡大を望んでいる。中国
は北朝鮮の新たな発展戦略路線を明確
に支持している。2018年以降、政治、外
交、軍事、文化、教育、観光、メディア、
地方などの分野での交流が進み、双方
の代表団訪問回数は40回余りに達してい
る。両国の世論も改善した。

中朝関係の安定と修復は、北朝鮮の
国家戦略の重要な外的条件である。朝
鮮半島の安定維持のためには、中朝関
係を改善して、半島情勢に協力して対処
する必要がある。朝鮮半島での戦争や
武力衝突の防止が、両国にとっての最低
ラインである。さらに、経済発展、人民生
活の改善の観点でも、対中政策の調整
が北朝鮮にとって最良の選択である。外
交的に孤立している北朝鮮の経済発展に
は、対外関係改善と中朝友好協力関係
の回復が必要である。

最後に、「一帯一路」に対する北朝鮮
の認識について述べたい。「一帯一路」
が提起された当初、北朝鮮の研究者は、
その内容を理解できなかったし、現在でも
意見が割れている。

2019年、中朝関係が回復し始めた時
期、10月1日の中国国慶節当日に「労働
新聞」が珍しく長い記事を発表した。北
朝鮮記者によるハルビン、大慶、フフホト
の現地取材を踏まえて、各地の経済発展
状況を細かく叙述し、中国の「一帯一路」

朝鮮民主主義人民共和国の
�国家戦略の再形成と中朝関係―中国の視点から―
中国社会科学院アメリカ研究所教授
李枏



15ERINA REPORT PLUS

ディスカッション

コーディネーター
上手く管理できれば、中国の台頭は脅

威にはならないという時、どのような管理を
想定しているか。また、リーマンショック後の
内需活性化の議論と現在の「双循環」は
同じものと考えてよいか。

張薀嶺
中国の台頭は平和的なものであり、脅威

というよりも世界に貢献するものである。3
つの理由がある。第1に、中国は開放、開
発、協力のコミットメントを維持している。中
国にはそれ以外に選択肢はなく、自らの発
展には長い時間が必要だ。第2に、中国
は単独行動をとるのではなく、他国との間
で利害を共有し、多国間協力体制を支持
し続ける。第3に、多国間での危機管理
体制を構築できるかもしれない。これは中
国だけでできるものではなく、米国など他の

国々の努力も必要である。それを規定する
要因は、過去に大国が台頭した時代とは
異なる。世界は高度に統合され、相互に
依存しており、相互に信頼しなければなら
ない。懸念が現実化しないように、努力し
なければならない。

現状は、2008年の世界金融危機とは異
なる。当時は経済危機に至る過程で、世
界の需要が急減した。この際、中国は国
内企業を支えるために投資を拡大した。し
かし、今回は新しい経済成長のエンジンに
転換する必要がある。数カ月前には生産
側の議論がなされていたが、今は国内消
費を刺激する必要性が認識されている。
政府の貧困削減政策により貧困人口が減
少したので、1人当たりGDP が10000米ド
ルを超えている可能性もある。

また、「双循環」はイノベーションにも依
存する。これまで、中国は国外の技術進歩
や投資に大きく依存してきた。現在は自ら
がイノベーションの主体になりたいと考えて
いる。それは決して、内向きになるというこ

とではなく、資金を国内のイノベーションに
振り向けて、成長エンジンとすることを意図
している。米国の対中貿易制裁にも関わら
ず、中国でのイノベーションは続いている。
「双循環」戦略は、外部の資源に依存

する経済発展から、より国内資源への依
存が高い経済体制への移行を進めるもの
である。これにより中国が消費主導、イノ
ベーション主導の経済に転換する中で、日
本や韓国の企業は中国企業と共に、北東
アジアの経済連携を再構築することができ
るだろう。

コーディネーター
中国は新たな改革開放の段階として、

日本や欧米のような市場経済型の経済発
展ではなく、いわゆる国家資本主義型の
経済発展を目指しているのか。

張建平
2020年に施行した新たな外商投資法

により、外資企業は内国民待遇を受けられ

イニシアチブは国際協力、共同繁栄を実
現するために重要な貢献をしていると賞賛
した。この報道を通じ、北朝鮮は「一帯
一路」への参加に強い関心を持っており、

「一帯一路」を通じたロシアやモンゴルな
どの国 と々の多国間経済協力を望むとい
う明確なメッセージを送っている。

しかし、北朝鮮はすぐに「一帯一路」
に参加できるとは考えていない。核問題の
解決には長い時間がかかり、国連制裁の

下で、中国が北朝鮮を「一帯一路」に組
み込むことは難しい。米国は「一帯一路」
に否定的で、韓国の態度も煮え切らない。

「一帯一路」への参加が本当に利益をも
たらすのかについての疑念もある。北朝
鮮が経済データを開示しなければ、国際
的な経済組織への参加も無理である。こ
れらのことから、北朝鮮はまだ「一帯一路」
を観察している段階にある。

国際制裁と核問題がある中、中朝関係

は修復段階にある。中朝は非制裁分野
で段階的協力を進めることはできるが、実
質的な経済協力は国連制裁が解除され
てからとなる。中朝両国はこうした情勢を
認識しており、行き詰まりを打開すべくそれ
ぞれが努力している。将来的に北朝鮮も
加わって、北東アジア経済一体化の歩み
に新しい章が開かれることを期待する。

張薀嶺氏によるコメント

新型コロナウイルスの影響により、韓国
の輸出は若干減少する可能性はあるが、
中国の大きな市場に依存しているため、す
ぐに回復するだろう。北東アジアにおける
潜在的な市場は北朝鮮である。ただし、核
問題など多くの問題の先行きは不透明で
あり、北朝鮮を地域に統合する道筋はみえ
ない。私は、北朝鮮の参加を実務レベルで
実現できないかと考えて、北東アジア経済
協力に関する局長級あるいは次官級の会

議開催を提起したことがある。技術的問
題であれば、制裁に抵触せずに北朝鮮を
招いて議論ができ、これによって北朝鮮に
地域情勢を理解させ、関与させることがで
きるだろう。中朝関係は継続するにしても、
平和の維持には他の手段も必要だ。北朝
鮮は、北東アジアの平和にとって非常に重
要であり、バイデン政権下で交渉が続くこと
を願っている。

今日の議論は、北東アジアが前向きにな
る必要性を示唆している。韓国と日本が現
在の困難を脱する方法を見つけることを
願っている。この複雑な問題の解決は、歴

史問題を克服する政治的知恵に係ってい
る。日韓関係の改善がなければ、中日韓の
三国間関係を円滑にすることはできない。
その三国間関係がなければ、「CJK＋」へ
の協力拡大もできない。新型コロナウイル
スに関する協力を一つの機会として利用
できるかもしれない。また、これまでの中日
韓協力の経験が政治問題や歴史問題の
克服に資するかもしれない。このことは、モ
ンゴル、ロシアを含むこの地域のすべての
国にとって重要になるだろう。
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成果は得られていない。おそらく、EAEU
が EUと同様に関税同盟であるのに対し、

「一帯一路」は漠然とした構想にすぎな
いからだ。誰も、それらを統合する方法も実
現可能かもわからない。ロシアは、ロシア単
独としても、EAEUとしても中国との FTA
を締結することは考えていない。ロシアは
中国とは競争できない。

ロシアにとって、中国との経済関係は長
期的課題である。10年前、ロシアの主要
な経済パートナーは EU だった。ロシア自
体もEAEUも経済規模が小さいので、独
自の経済プラットホームを構築することはで
きない。したがって、ロシアは EU か中国
かを選択しなければならない。しかし今日、
政治的な理由から、EUとの経済的統合
のオプションは閉ざされている。西側との関
係が改善されない限り、中国と結びつく選
択肢しかない。長期的には、ロシアが中国
の衛星国になる可能性が高い。

コーディネーター
日本は「日モ EPA」を締結しているが、

モンゴルに対して何ができるのか。また韓
国に何を期待するか。

シュルフー・ドルジ
モンゴルは、財政、技術、人的資源が非

常に限られているし、国内市場も小さい。
これは短時間で解決できない。ここで考慮
すべき点は2つある。

第1に、鉱物など膨大な天然資源を持っ
ていることだ。しかも、中国、ロシアという巨
大市場と国境を接しているし、日本、韓国、
台湾などの多くの先進国市場も非常に近く
にある。

第2に、モンゴル市場は非常に小さい。
したがって、高度な技術や適切な管理が
必要である。優れた国家政策を通じて、よ
り多くの外国投資を誘致しなければならな
い。市場の多様化と投資資金の面では、
中国とともに日本が重要である。日本は、モ
ンゴルが FTAを締結した最初の国であ
る。中国市場は重要であり、非鉱物製品
を生産、輸出する企業をより多く設立する
必要がある。これにより、経済の多様化が
実現できるが、それには何年もかかるだろ
う。モンゴルは、製造業や畜産業、観光
産業や輸送産業などのサービス産業に焦

本が心配していた「中国製造2025」が14
次五カ年計画に盛り込まれない見込みに
なったことは評価すべきではないか。「本
当は裏でやっている」と邪推しないほうが
いい。ただし、IC の投資ファンドなど既存
の動きが止まったわけではない。「中国製
造2025」は、ビジョンを示して鼓舞するとい
うタイプの政策なので、表面上見えなくなっ
たということは、意味がほとんどなくなったと
いうことだ。

中国は、IC の国産はするが、国産化率
は追求しないだろう。米国との摩擦を通じ
て痛感したことは、DRAM など世界各国
から調達できるものをわざわざ国産化する
意味はなく、そのための設計ツールなど肝
心な部分を国産化するか複数のソースを
持つことが、産業の安全性の面では重要
だということだ。これは正しい発想だ。国産
化率をむやみ追求すると、米国や日本など
近隣国に対して、「もう買わない」と宣言す
ることになり、無用な摩擦を招くだけだ。中
国がサプライチェーンの安全性を強調した
のは、弱点を補強するという趣旨だ。

コーディネーター
日中韓 FTA の障がいとして指摘され

た文化的デカップリングは韓国の問題なの
か。日本にも同じ問題はあるか。日本と中
国は日中韓 FTA に積極的で、韓国が一
番消極的なのではないか。

王允鍾（ワン・ユンジョン）
文在寅政権の外交における最大の関

心事は米朝二国間協議である。外交部
長官は、北朝鮮問題の専門家である鄭義
溶氏に交代する予定であり、日中韓 FTA
への政権の関心は薄く、その考え方を変え
るのはとても難しい。

コーディネーター
中国とロシアは「一帯一路」と「ユーラ

シア経済連合（EAEU）」の連携を進めて
いる。これによって、ロシアが中国の衛星
国になってしまうという危惧はないのか。

ルキン・アルチョム
2015年5月の習主席のモスクワ訪問

時、両首脳は「一帯一路」とEAEU の連
携に関する合意に署名した。しかし十分な

るようになった。外資企業の事前審査・認
可の流れは国内企業と全く同様である。
企業設立後は、中国における資産が徴収
されることがなくなったほか、政府調達にも
参加でき、知的財産権も保護される。2020
年の世界の海外直接投資は30～40％程
度減少したが、中国への直接投資は6％
増えた。日本や韓国も含めて、対中投資は
ますます増えるだろう。中国はサービス業
やハイエンド製造業の対外開放を拡大し
ている。外資を制限、禁止している業種は
30足らずだ。

中国は21省に貿易自由試験区を設置
し、これを通じて世界的な FTA のネット
ワークに参加している。試験区とFTA が
相互に連関することで、中国の新たな改
革開放が促進される。RCEP のルールを
地域でも導入していく過程で、中国の対外
開放が進む。これにより、第14次五カ年計
画の目標の達成が可能になる。

中国を「国家資本主義」であるという見
方は正確ではない。国有企業数は大幅に
減少しており、インフラ、金融、エネルギー、
通信サービスなどの基盤産業に限られる。
民営企業数はすでに3000万社に迫って
いる。民営企業の貢献は「五六七八九」
という5つの数字にまとめられる。民営企業
の貢献は50％（「五」）、GDP、固定資本
投資、対外投資の面では60％（「六」）、
技術革新の分野では70％（「七」）を上
回り、主導的な役割を果たしている。さ
らに、80％以上の都市労働者は民営企
業で雇用され（「八」）、新規就業機会の
90％は民営企業によって提供されている

（「九」）。このような状況をみれば中国に
は「国家資本主義」は当てはまらないだろ
う。

コーディネーター
第四次産業革命、AIやIT、IoTなどで

高品質な半導体の必要性が高まる中で、
中国はその国産化をあきらめたとは思えな
い。「中国製造2025」をやめたのではなく、
用語を使わなくなっただけではないか。

丸川知雄
電気自動車や5G で満足できる成果が

得られたので、「中国製造2025」は不要
になったという言い方ができよう。米国や日
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点を合わせて発展させる必要がある。地
理的位置のおかげで、モンゴルの発展に
は大きな可能性がある。また、経済発展と
産業の多様化のためには、優れたインフラ
プロジェクトも必要である。将来、モンゴル
は世界をつなぐ回廊の一部になりたいと考
えている。

コーディネーター
北 朝 鮮は2013年から2017年にかけ

て、核開発と経済建設の併進路線をとっ
た後、2018年に経済建設に集中する方向
にシフトした。今回の党大会は併進路線へ

の復帰であると見なせるか。また、これまで
の5カ年計画はなぜ破綻したのか。新5カ
年計画の実現可能性をどう評価するか。

李枏
党大会終了後、ただちに最高人民会議

が開催され、今年度予算に占める国防費
の割合は15.9％で、従来水準に維持され
た。経済予算は0.6％上昇した。北朝鮮は
経済発展に重点をおいていることがわか
る。さらに自国の5G の精度を向上させると
した。北朝鮮は経済発展を優先させる前
提のもとで、特にハイテク技術を経済開発

に活用しようとしている。
北朝鮮は五カ年計画が成功しなかった

ことを表明した。国際制裁と硬直的な経
済体制がその要因だと総括している。他に
も頻発する自然災害や国家と市場の関係
が明確でないことも要因だと思う。後者の
問題を解決しなければ、硬直的な業務体
制も変えられない。

次の五カ年計画には、比較的実現可能
性が高いプロジェクトがある。例えば、ピョ
ンヤン地下鉄の改築、公共交通インフラ建
設である。また、民用住宅建設の目標も5
年のうちに実現できる。

A. （王允鍾（ワン・ユンジョン））韓日関
係は非常にデリケートな問題となっている。
韓国の与党は、日本に対する国民感情を
利用して政治的支持を得ようとして、頑な
な態度をとっている。私はこのような雰囲
気を非常に懸念していて、韓日関係の正
常化について議論したいのだが、正常化
を口にするだけで、「あなたは韓国にいる
日本人だ」と言われるので、口を閉ざさな
ければならない。韓国で、このような雰囲
気を変えるのは難しい。この関係を改善
するには、より勇気のある政治指導者が
必要かもしれない。

最近、文在寅大統領は日本に対する
態度を軟化させた。東京オリンピックへの
金正恩総書記の招待を提案したとされる。
もちろん重要なイベントであるが、効果はよ
くわからない。それよりも、日米との関係を
深めることが重要だ。GSOMIAを更新し
て、韓日間で軍事情報を交換する必要が
あるが、文大統領には関心がなさそうだ。

Q 5 .  「自由で開かれたインド太平洋
（FOIP）」は北東アジアにどう影響するか。
中国の「一帯一路」とFOIPは対立する概念
か。

A. （張建平）中国が「一帯一路」を
提起するのは、発展と協力のための包
括的プラットホームを構築したいからであ
り、どの国であれ協力の希望があれば
排除しない。「一帯一路」はユーラシア
大陸から、アフリカ、オセアニア、ラテンア
メリカまで広がる協力プラットホームである。

Q2. 安全保障の観点からの米国の対中
警戒感が緩和されるとは考えられない。

A. （丸川知雄）米中間、日中間でデカッ
プリングしなければいけない分野は主に軍
事関係であり、その分野では中国はすで
に国産化している。例えば、中国版 GPS
やスーパーコンピューターの IC は、かつて
は米国から輸入していたが、今は国産化
している。デカップリングにあたり、軍民を
分けて考えることが重要だが、トランプ政
権は民用品でもくさびを打とうとした。それ
は筋の悪い政策なので、うまくいかず、米
国自身にも打撃をもたらしていることから、
早晩是正されるだろう。

Q3. ロシア極東での新港の建設に中国
が参加する場合、ロシアはどのような態度
をとるか。

A. （ルキン・アルチョム）ロシアは、極
東のインフラや港湾への投資を含め、中
国の投資を非常に歓迎している。その際
重要なのは、ロシア側が港湾プロジェクト
の過半数のシェアを持つことである。問題
は、中国の投資家も過半数の株式を取得
できない限り、投資したくないということだ。
そのため、多くのプロジェクトにおいて、中
国投資を誘致することが困難となってい
る。

Q4. 本来なら準同盟関係である日韓関
係が、政治的に難しい状況にあって貿易
にも影響している現状をどう評価するか。

質疑応答

Q1. 米国がファーウェイなどに対して制裁
を行っている状況でサプライチェーンの再
構築は難しいのではないか。北東アジア
は米国の政策にどのように対応すればよ
いか。

A. （張薀嶺）米国の制裁は短期間では
終わらないので、制裁対象外での協力を
探る必要がある。例えば、デジタルデータ
リンクの面での緊密で開放的なルールづく
りに中日韓が協力することが考えられる。
制裁の中心は半導体の部品供給であり、
ルール面での協力は可能だ。

コロナにより断絶した多くのサプライ
チェーンの調整が必要だ。一部は速やか
に回復できるだろう。また、「双循環」に伴
う革新の中で、3カ国が研究開発のため
のコミュニティを作ることもできよう。特に自
動車産業、新エネ産業は競争が熾烈で
ある。コロナ以前に、中韓、中日は充電
池で協定を作ったが、中断してしまった。
こうした技術発展はとても速い。中日韓は
いずれも自動車製造大国であり、協力す
ればルールづくりをリードできる。やりやす
い部分からやるべきだ。

同時に、アメリカに一方的制裁をやめる
よう要求するなど中米間の交渉は継続す
る。すぐには無理だが、半年後くらいには
交渉を再開できると思う。
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協力の在り方はともかくとして、北東アジア
地域も「一帯一路」の範囲に入る。中国
が「一帯一路」を提起した時、北東アジ
アでは中モロ経済回廊とユーラシアランド
ブリッジという2つの経済回廊の建設が非
常に重要であった。また、大図們江イニシ
チブ（GTI）を、北東アジア地域のサブリー
ジョナルな協力枠組みにすることができる。
「一帯一路」の協力は、政治、コミュニ
ケーション、インフラの相互通行、双方向

の貿易と投資、金融支援、市民交流など、
広範囲にわたる。北東アジアの国々は興
味のある分野と方法を選択して協力でき
る。

FOIP には、一定の戦略的指向性があ
る。しかし、実際の協力内容、その進め
方、目標の定め方などの面で、はっきりと
しない部分がある。これらの点には今後も
注意を払っていきたい。グローバル化が進
むなかで、様々なイニシアチブや戦略が

相互に対立して闘争するのではなく、お互
いに包括することを希望する。囲碁を例に
とると、自らの陣地内部にしっかりと布石
すれば最終的に勝利するが、相手陣地を
奪うことばかりしていると、表面的に利点
があっても、最終的な勝負で負けてしまう。
グローバル化と地域一体化で協力すると
いう潮流を尊重しなければならない。「一
帯一路」もこの潮流に従ったものである。
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